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〔環境経営理念〕

〔環境保全への行動指針〕

① 環境関連法規制や業界の取り決め、地域との協定を遵守します。

② 省エネ活動により二酸化炭素排出量の削減に努めます。

③ 自社の廃棄物や受託廃棄物の適正処理に努めます。

④ 適正な利用により水使用量の削減に努めます。

⑤ 化学物質(薬品類)の適正使用及び環境に配慮した物品の購入に努めます。

⑥ 処分場から発生する汚水は水処理後下流域へは放流しないクローズ方式をとる
ことにより環境保全に努めます。

⑦ 処分場土堰堤への植栽等による場内環境の緑化を推進し、環境保全に努めます。

制定日   令和2年5月1日

代表取締役社長　石　﨑　大　善

環境経営方針

　当社は、ますます深刻化する地球温暖化や、資源の枯渇への対応が人類共通の重
要課題との認識にたち、産業廃棄物処理(管理型埋立)の事業活動において、社会から
求められ、社会から必要とされる最終処分場施設であり続けるために、常に改善と
改良を希求して益々信頼される｢安心・安全｣な施設運営を通じて得られる成果と環
境負荷の低減を図ることに向けて、従業員一丸となって継続的に環境保全活動に取
り組みます。
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◇組織の概要

・ 名 称 株式会社アイザック・オール　インダスト事業部

・ 代 表 者 代表取締役社長　石﨑 大善

・ 所 在 地 富山県富山市山本字重治ヶ市22番地

・ 環 境 管 理 責 任 者 森永　政義

・ 連 絡 先 ＴＥＬ：076-434-2371

ＦＡＸ：076-434-2379

・ 事 業 内 容 産業廃棄物処分業（管理型最終処分場）

汚染土壌処理業　（汚染土壌処理施設）

・ 設 立

・ 資 本 金 5,000万円

・ 売 上 高 2,886百万円(令和4年5月～令和5年4月)

・ 従 業 員 数 21名

・ 延 べ 床 面 積 処分場事務所　528㎡

・ 最 終 処 分 場 面 積 264,426㎡

・ 最 終 処 分 場 容 量 8,123,841㎥　［残容量(2023年4月)：2,438,758㎥］

◇認証・登録の対象組織・活動

・ 登 録 組 織 名 株式会社アイザック・オール　インダスト事業部

・ 対 象 事 業 所 本社(インダスト事業部)

・ 対 象 外 ホテル事業部、保育所

・ 活 動 産業廃棄物処分業、汚染土壌処理業

昭和58年9月1日
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◇許可内容

・ 産業廃棄物処分業

富山市 許可番号：08538046118　許可年月日：平成29年4月5日

許可有効年月日：令和6年3月29日

・ 汚染土壌処理業

富山市 許可番号：0980010002　許可年月日：令和2年6月14日

許可有効期限：令和7年6月13日

◇施設概要等

・ 産業廃棄物処分業

・ 汚染土壌処理業

受入れられる
特定有害物質

受入れられる
特定有害物質
の汚染状態

処 理 工 程 図

産 業 廃 棄 物 の 種 類

種 類

設 置 場 所

埋 立 面 積

埋 立 容 量

処 分 方 法

管理型最終処分場

富山市山本字浅桐谷1-1　他186筆

第二溶出量基準以下とする

264,426㎡

8,123,841㎥
埋立

・第一種特定有害物質
・第二種特定有害物質
・第三種特定有害物質

燃え殻、汚泥、廃プラスチック類、紙くず、木くず、繊維くず、動植物性残
さ、ゴムくず、金属くず、ガラスくず、コンクリートくず及び陶磁器くず、
鉱さい、がれき類、ばいじん、政令13号廃棄物　　〔以上14種類〕
(これらのうち特別管理産業廃棄物であるものを除く)
(自動車等破砕物であるものを含む)
(石綿含有産業廃棄物であるものを含む)
(水銀使用製品産業廃棄物であるものを含む)
(水銀含有ばいじん等であるものを含む)

処 理 工 程 図

種 類

設 置 場 所

埋立処理施設

富山市山本字重治ヶ市22番地

233,317㎡埋 立 地 面 積

埋 立 容 量

処 理 方 法

施設において処理する
汚染土壌の特定有害物
質による汚染状態

6,537,709㎥
埋立及び覆土

汚染土壌
（搬入）

計量器(40tｽｹｰﾙ)計測
（受付）

汚染土壌処理施設
（埋⽴）

産業廃棄物
（搬入）

計量器(40tｽｹｰﾙ)計測
（受付）

管理型最終処分場
（埋⽴）
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◇産業廃棄物最終処分実績(汚染土壌処理含む)

年間  343,591 t (令和4年5月～令和5年4月)

埋立処分の種類 量（ｔ） 構成比

燃えがら 38,013 11%

汚泥 155,240 45%

廃プラスチック類 50,941 15%

紙くず 0 0%

ゴムくず 0 0%

ガラスくず等 11,809 3%

鉱さい 15,567 5%

がれき類 26,496 8%

ばいじん 32,183 9%

政令13号廃棄物 966 0%

金属くず 29 0%

木くず 0 0%

汚染土壌 12,347 4%

◇産業廃棄物処分及び汚染土壌処理料金

　　　　 別途協議による

燃えがら
11%

汚泥
45%

廃プラスチック類
15%

紙くず
0%

ゴムくず
0%

ガラスくず等
3%

鉱さい
5%

がれき類
8%

ばいじん
9%

政令13号廃棄物
0%

金属くず
0%

木くず
0%

汚染土壌
4%

種類別構成比

燃えがら

汚泥

廃プラスチック類

紙くず

ゴムくず

ガラスくず等

鉱さい

がれき類

ばいじん

政令13号廃棄物

金属くず

木くず

汚染土壌
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◇環境経営組織図及び役割・責任・権限表 更新日：令和02年05月01日

《認証登録範囲》 代表者
社　長　石﨑　大善

環境管理責任者
副社長　森永　政義 環境事務局

常務取締役 渡辺　俊昌
総務経理部 川崎　嘉和

環境委員会
取締役　道田　達也

※

代表者（社長） ・環境経営に関する統括責任

・環境経営システムの実施に必要な人、設備、費用、時間等経営資源を準備

・環境管理責任者を任命

・環境経営方針の策定・見直し

・環境経営目標・環境経営計画書を承認

・代表者による全体の評価と見直し、指示

・環境経営レポートの承認

環境管理責任者 ・環境経営システムの構築、実施、管理

・環境関連法規等の取りまとめ表を承認

・環境経営目標・環境経営計画書を確認

・環境活動の取組結果を代表者へ報告

・環境経営レポートの確認

環境事務局 ・環境管理責任者の補佐、環境委員会の事務局

・環境負荷の自己チェック及び環境への取り組みの自己チェックの実施

・環境経営目標、環境経営計画書原案の作成

・環境活動の実績集計

・環境関連法規等取りまとめ表の作成及び最新版管理

・環境関連法規等取りまとめ表に基づく遵守評価の実施

・環境関連の外部コミュニケーションの窓口

・環境経営レポートの作成、公開（事務所に備付けと地域事務局への送付）

環境委員会 ・環境経営計画の審議

・環境活動実績の確認・評価

部門長 ・自部門における環境経営方針の周知

・自部門の従業員に対する教育訓練の実施

・自部門に関連する環境活動計画の実施及び達成状況の報告

・自部門に必要な手順書の作成及び手順書による実施

・自部門の想定される事故及び緊急事態への対応のための手順書作成

・試行・訓練を実施、記録の作成

・自部門の問題点の発見、是正、予防処置の実施

全従業員 ・環境方針の理解と環境への取り組みの重要性を自覚

・決められたことを守り、自主的・積極的に環境活動へ参加

 
土
木
部

 
施
設
管
理
部

 
環
境
管
理
部

 
総
務
経
理
部

 
ホ
テ
ル
事
業
部

インダスト事業部

役割・責任・権限

 
保
育
所

R5年度よりホテル事業を
対象組織とする。
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◇主な環境負荷の実績

項目 単位 2020年度 2021年度 2022年度

二酸化炭素総排出量 ㎏-CO
2 889,601 858,952 802,824

※排出係数(調整後)
kg-

CO2/kWh
0.527 0.527 0.527

受託最終処分量 ｔ 372,085 404,053 343,591

廃棄物排出量 ｔ 113,472 134,340 138,198

　一般廃棄物排出量 ｔ 1.212 1.130 1.065

　産業廃棄物排出量 ｔ 113,471 134,339 138,197

水使用量 ㎥ 3,254 3,310 3,788

※北陸電力の令和1年度の調整後の二酸化炭素排出係数0.527kg-CO2/kWhを使用しています。

◇環境経営目標及びその実績

中⻑期の環境経営目標については、39期の環境負荷実績を基準に40期〜42期までの3年間に毎年1％減の最終年度時

3％削減目標とした。新たな中⻑期の環境経営目標は、42期の環境負荷実績を基準に毎年1％の削減目標とする。

＊39期の期間は、2021年5月1日〜2022年4月30日である。

基準年
[39期]

2023年度
[41期]

2024年度
[42期]

実績
[100%]

目標
[▲1%]

実績
目標

[▲2%]
目標

[▲3%]

電力による二酸化炭素削減 ㎏-CO
2 735,353 727,999 676,888 720,646 713,292

(浸出水量当たりの使用量)
※

kwh／㎥ 9.5 9.4 8.9 ○ 9.3 9.2

基準年度比 2021年 99% 94% 98% 97%

車両燃料による二酸化炭素
削減

㎏-CO
2 118,469 117,284 119,983 116,099 114,914

[ガソリン] L 6,291 6,228 5,686 6,165 6,102

[軽油] L 40,261 39,858 41,392 39,455 39,053

(埋立量当たりの燃料使用
量)※

L／㎥ 0.151 0.149 0.182 × 0.148 0.146

基準年度比 2021年 99% 121% 98% 97%

一般廃棄物排出量※ ㎏ 642
適正処理の

継続
594 ○

適正処理の
継続

適正処理の
継続

基準年度比 2021年 93%

産業廃棄物排出量※ ｔ 134,339
適正処理の

継続
138,197 ○

適正処理の
継続

適正処理の
継続

(廃アルカリ比重1.0:㎥→t) 基準年度比 2021年 103%

上水道使用量　※ ㎥ 3,310
適正使用の

継続
3,788 ○

適正使用の
継続

適正使用の
継続

基準年度比 2021年 114%

化学物質使用

地域社会への貢献

2022年度
[40期]

※二酸化炭素排出量について、電力は水処理施設使用電力を目標及び評価の対象とし浸出量当たりの使用量で評価[期間平均が目標の110%
未満達成:○、110～120%未満達成:△、120%以上未達:×]。
※車両燃料は埋立量当たりの使用量で評価する。
※廃棄物排出量（一廃[不燃ごみ]、産廃[廃アルカリ]）について、目標及び評価は適正処理が継続されている場合は○印。
※上水道使用量について、目標及び評価は適正使用が継続されている場合は〇印。

項目 単位

薬品の適正使用の継続(PRTR制度対象物質の使用はありません。)

処理水はクローズ方式を継続し、下流域には放流しない。

評
価
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◇環境経営計画の取組結果とその評価

※取組状況の凡例：
実施○、不十分△、未実施×

電力による二酸化炭素削減（水処理施設の電力）　　　　　　　　　
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・節電運動の展開（節電マークを貼り節電への意識を高める） ○

・不要照明の消灯（使用しない部屋は消灯を行う） ○

・高効率な設備への取り換え(省エネルギー型電灯、電気器具) ○

・クールビズ運動（冷房28℃、暖房20℃） ○

・水処理プロセスの機器見直しに依る省エネルギーの推進 ○

車両燃料による二酸化炭素削減
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・アイドリングストップ ○

・急発進・急停止の禁止 ○

・冷暖房の適正使用 ○

・重機、車両の点検整備 ○

取組み対象の年間消費
電力量は
1,147,931kwh。
浸出水量は前期比-2%
ですが、累計の電力消
費量は-8％の結果であ
り良好と判断します。
消雪ポンプ稼働は、電
力消費の増加要因とな
る反面、構内管理道路
の安全走行に不可欠の
為、来期も運転の是非
を適切に判断して運用
して下さい。

節電運動の展開[不要照
明の消灯]、高効率な設
備への取換え、クール
ビズ運動、機器更新時
に併せた省エネ機器の
採用或いはプロセスの
見直し

燃料の年間使用量は合
計で47,078L。
軽油消費量は建設機械
の稼働時間と比例しま
すので、より効率的な
作業となるよう努めて
下さい。
ガソリン車については
低燃費車への入替効果
もあり、昨年比90%水
準であり、良好と評価
します。

アイドリングストッ
プ、急発進・急停車の
禁止、車両冷暖房の適
正使用、重機・車両の
点検整備
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◇環境経営計画の取組結果とその評価

※取組状況の凡例：
実施○、不十分△、未実施×

一般廃棄物の削減
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・コピー用紙再使用の推進 ○

・分別資源化の推進 ○

・シュレッダー廃紙のリサイクル化 ○
※廃棄物排出量（一廃[不燃ごみ]）について、適正処理が継続されている場合は○印。

産業廃棄物の削減
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・即日覆土の励行 ○

・埋立面積の縮小（区画埋立） ○

・雨水排水路の整備、清掃 ○
※廃棄物排出量（産廃[廃アルカリ]）について、適正処理が継続されている場合は○印。

上水道使用量の削減
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・漏水防止（点検） ○

・節水対策（蛇口付近に節水ラベルを貼り、節水に心がける） ○

・水処理プロセスに於ける水使用量の削減に努める ○

・芝生の散水に雨水（洪水調整池）を利用 ○
※上水道使用量について、適正使用が継続されている場合は○印。

年間使用量は3,788
㎥、
累計の上水消費量は昨
年比約14％増加してい
ます。施設点検を励行
して異常の早期発見に
努めると共に、引き続
き、節水に努めて下さ
い。

水道管の点検(漏水防
止)、事務所水道の節
水、水処理プロセスの
見直し、施設内の花木
及び芝生への散水に雨
水を利用する等、適正
使用を継続

年間排出量は594kg、
前年比7.4%減少。
不燃ごみ、資源ごみの
いずれも減量してお
り、良好に推移してい
ると判断します。来期
も引き続き、更なる減
量に向けて適正処理に
取り組んで下さい。

コピー用紙再使用の推
進、分別資源化の推進
を継続

年間排出量は
138,197t、浸出水
（委託量）の累計量は
昨年比3%増加していま
す。引き続き、可能範
囲で適正処理に努めて
下さい。

廃棄物の即日覆土励
行、埋立面積(区画桝)の
縮小、雨水排水路の整
備・清掃等を継続
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◇環境経営計画の取組結果とその評価

※取組状況の凡例：
実施○、不十分△、未実施×

化学物質使用
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・化学物質の適正使用（薬品の適正使用） ○

※薬品の使用について、適正使用が継続されている場合は〇印。

PRTR制度対象物質の使用はありません。

地域社会への貢献
取組
状況

取組結果とその評価
次年度の
取組内容

・処理水のクローズ方式（放流しない）による環境保全 ○

・施設周辺排水（雨水）の水質分析実施 ○

・施設周辺の植樹に依る場内環境の緑化に努める ○

※取組が継続されている場合は〇印。

薬品使用量は前年対比
179t増加。リサイクル
品の使用割合は全体の
60.6％。前年比19.8
ポイント。今後も適正
使用に努める。

薬品の適正使用

引き続き、発電設備機
器の運転状態の監視に
努めて、人為的な措置
による発電量の維持或
いは改善に留意して取
り組んで下さい。

処分場跡地の有効利用
促進、処理水クローズ
方式による環境保全、
施設周辺の植樹等によ
る場内緑化の継続
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◇環境関連法規等の遵守状況の確認及び評価の結果，並びに違反，訴訟の有無

適用法令 遵守状況

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

富山県公害防止条例 遵守確認

ダイオキシン類対策特別措置法 遵守確認

廃棄物の処理及び清掃に関する
法律施行規則

遵守確認

富山市産業廃棄物適正処理指導
要綱

遵守確認

遵守確認

遵守確認

遵守確認

毒物及び劇物取締法 遵守確認

消防法 遵守確認

フロン排出抑制法 遵守確認

家電リサイクル法 遵守確認

小型家電リサイクル法 遵守確認

業務用の空調機器（ｴｱｺﾝﾃﾞｨｼｮﾅｰ）で冷媒としてﾌﾛﾝ類が使われ
ているもの（第二種特定製品を除く）

【特定家庭用機器】ﾃﾚﾋﾞ、ｴｱｺﾝ、電気冷蔵庫及び冷凍庫、電気
洗濯機
[※自社所有物の廃棄の場合]

【使用済小型電子機器】ﾊﾟｿｺﾝ・携帯電話･ﾃﾞｼﾞﾀﾙｶﾒﾗ･CDﾌﾟﾚｰ
ﾔｰ等々
[※自社所有物の廃棄の場合]

・環境関連法規等の遵守状況は毎年4月にチェックリストで確認し、結果は上記の通り違反はありませんでし
た。また、関係当局よりの違反の指摘及び訴訟は過去３年間ありません。

浸出液処理設備に設置する送風機
（原動機の定格出力7.5ｋｗ以上のものに限る）

最終処分場の放流水

産業廃棄物埋立計画及び環境監視計画

県外産業廃棄物処分計画表

土壌汚染対策法

汚染土壌処理業許可

汚染土壌の処理に関する基準

汚染土壌処理記録の閲覧

・盗難／漏洩防止・容器、貯蔵場所に表示・事故･盗難時届出
（警察など）

消防設備の点検[点検(年2回)、消防への報告(3年に1回)]

維持管理積立金の積立義務

適用内容

廃棄物処理法

委託契約書

産業廃棄物管理票交付状況の報告

産業廃棄物処理施設設置許可証

林地開発行為の許可

廃棄物処理施設の技術管理者の設置義務

最終処分場維持管理記録の閲覧

維持管理に関する情報の公開

最終処分場の放流水構造・維持管理基準

施設の定期検査

定期検査の申請

産業廃棄物処分業許可

産業廃棄物管理票の送付

産業廃棄物管理票（Ｃ１）の保存
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◇緊急事態対応訓練

緊急事態の想定：処分場内での汚水漏洩事故発生

■実施日： ■実施場所：4-1期処分場

■参加者： 従業員 ■実施内容：・発見～状況確認～措置対応

　　　　　　　～事態収束確認

■評　価： 場内汚水漏洩事故に於ける初動対応手順の内容確認 手順書の変更の必要性 □ あり ☑ なし

各竪坑設備に外付け100V電源が装備されていることを周知。

防災基材庫の収納物品について各員に教育。

■実施状況の様子

 　　　　　　　①発見時状況 ④汚水回収および損傷ホース取替措置

　　 　　　　　②揚水ポンプ運転停止措置 ⑤洪水調整池放流ゲート閉止措置

 　　　　　　　③側溝封鎖措置 ⑥環境影響有無の確認措置

◇代表者による全体の評価と見直し・指示
・

・

2022年7月13日

2023年7月22日実施日:

二酸化炭素排出量削減については、取組み対象施設において浸出水量が前期比-2%、累計の電力消費量は-8％の結果
であり良好と判断します。電力消費の増加要因となる消雪ポンプ稼働は構内管理道路の安全走行に不可欠の為、運転
の是非を適切に判断し運用して下さい。また軽油消費量は建設機械の稼働時間と比例しますので、より効率的な作業
となるよう努めて下さい。ガソリン車については低燃費車への入替効果もあり昨年比90%水準であり、良好と評価し
ます。一般廃棄物の適正処理については、不燃ごみ・資源ごみのいずれも減量しており、良好に推移していると判断
します。産業廃棄物の適正処理については、浸出水(委託量)の累計量は昨年比3%増加していますが、引き続き可能範
囲で適正処理に努めて下さい。上水道使用量の適正使用については、 累計の上水消費量は昨年比約14％増加してい
ます。施設点検を励行して異常の早期発見に努めると共に、引き続き節水に努めて下さい。地域社会への貢献につい
ては、引き続き発電設備機器の運転状態の監視に努めて人為的な措置による発電量の維持或いは改善に留意して取り
組んで下さい。いずれの取り組みに於いても社員一人一人が高い意識で活動を継続出来ていると評価します。

これまでインダスト事業のみ取組対象組織としていたが、次年度(R5)よりホテル事業も取組対象に含め、各事業部に
おいて環境経営計画にもとづき意識をもって継続的に取り組んでもらいたい。

11


